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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ先進国高格付債券ファンド
（ダイワＳＭＡ専用）」は、このたび、第 7 期
の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4782>

ダイワ先進国高格付債券ファンド
（ダイワＳＭＡ専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／内外／債券

信 託 期 間 約 ₉ 年 ₈ カ月間（2008年 ₇ 月 ₈ 日～2018年 ₃ 月 ₁ 日）

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざ
して運用を行ないます。

主要投資対象 内外の債券および内外の金融商品取引所上場の債券
先物取引

運 用 方 法

①主として、先進国通貨建ての債券に投資するとと
もに、先進国の債券先物取引を利用することで、安
定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざし
て運用を行ないます。
②投資対象通貨は米ドル、カナダ・ドル、豪ドル、
ニュージーランド・ドル、英ポンド、ユーロ、ス
ウェーデン・クローネ、ノルウェー・クローネ、デ
ンマーク・クローネおよび日本円とします。
③投資にあたっては、以下の点に留意しながら運用
を行なうことを基本とします。
　イ ．各通貨の配分は、各国のファンダメンタルズ

分析ならびにマーケット分析に基づき決定しま
す。ただし、各通貨の配分比率の上限は信託財
産の純資産総額の50％程度とします。

　ロ ．投資する債券は、各国の政府（州政府を含み
ます。）、政府関係機関（州政府関係機関を含み
ます。）、国際機関等が発行するものとし、取得
時においてＡ格相当以上（※）とします。

　　※ Ｓ＆Ｐ、Ｒ＆Ｉ、ＪＣＲのいずれかでＡ－以
上またはムーディーズでＡ ₃ 以上

　ハ ．投資する債券の組入比率は信託財産の純資産
総額の70％程度以上とします。

　ニ ．組入通貨の経済動向等について分析を行ない、
為替ヘッジを機動的に行なう場合があります。

④債券先物取引は、次の範囲で行なうことを基本と
します。
　イ ．現物債券の組入時価総額および先物取引の買

建玉の時価総額を合計した額の信託財産の純資
産総額に対する比率は、200％程度を上限としま
す。

　ロ ．現物債券の組入時価総額から先物取引の売建
玉の時価総額を控除した額の信託財産の純資産
総額に対する比率は、マイナス100％程度を下限
とします。

　 　なお、債券先物オプション取引を利用すること
があり、上記の計算において、当該取引は先物取
引に換算するものとします。

⑤大和証券株式会社から運用にかかる助言を受けま
す。

株式組入制限 純資産総額の₁₀％以下

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評
価益を含みます。）等とし、原則として、経費控除後
の配当等収益等から毎計算期末に分配を行なうこと
をめざすとともに、基準価額の水準等を勘案して分
配金額を決定します。ただし、分配対象額が少額の
場合には、分配を行なわないことがあります。



ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　額
基 準 価 額 公 社 債

組入比率
債　　券
先物比率

純 資 産
総　　額（分配落） 税 込 み

分 配 金
期　　中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
₃ 期末（₂₀₁₁年 ₃ 月 ₁ 日） ₇, ₄₅₆  ₂₀  △ ₅. ₉  ₉₄. ₄  △ ₁₄. ₇  ₂, ₆₃₆ 
₄ 期末（₂₀₁₂年 ₃ 月 ₁ 日） ₇, ₈₆₃  ₂₀  ₅. ₇  ₉₅. ₅  △ ₃. ₂  ₁, ₆₇₈ 
₅ 期末（₂₀₁₃年 ₃ 月 ₁ 日） ₈, ₁₁₄  ₂₀  ₃. ₄  ₉₃. ₀  ― ₁, ₆₆₅ 
₆ 期末（₂₀₁₄年 ₃ 月 ₃ 日） ₇, ₉₄₆  ₂₀  △ ₁. ₈  ₈₀. ₈  ₈₉. ₆  ₁, ₃₀₄ 
₇ 期末（₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日） ₉, ₈₈₆  ₃₀  ₂₄. ₈  ₇₉. ₁  ₁₁₁. ₂  ₁, ₆₂₃ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）  当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数は記載しておりません。
（注 ₃ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 ₄ ）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₇, ₉₄₆円　期末：₉, ₈₈₆円（分配金₃₀円）　騰落率：₂₄. ₈％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

内外の債券に投資した結果、投資国でおおむね金利が低下（債券価格は上昇）したことがプラスの寄与となりました。ま
た、ユーロを除いた投資対象通貨が対円で値上がりしたこともプラスの寄与となり、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○債券市況

債券市況は、期首から₂₀₁₄年 ₈ 月末にかけて、日米欧各国の中央銀行総裁の金融緩和策を継続する発言やＥＣＢ（欧州
中央銀行）の長期資金供給オペ（ＴＬＴＲＯ）の公表等から堅調推移となりました。 ₉ 月には、米国で早期利上げ観測が
高まり、市場を下押しする場面も見られましたが、ＩＭＦ（国際通貨基金）による世界の経済成長見通しの下方修正やＥ
ＣＢの国債購入期待等から₁₀月半ばにかけて急騰し、戻り高値を更新しました。急速な相場上昇の反動から₁₁月下旬にか
けて調整局面となりましたが、米国金融当局による低金利政策の長期化観測が強まったことやドラギＥＣＢ総裁が資産購
入の対象を拡大する可能性を示唆したことなどから反発しました。また、ユーロ圏の各国国債が最低利回りを更新したこ

年　　月　　日
基　　　準　　　価　　　額 公 社 債

組 入 比 率
債　　 券
先 物 比 率騰　落　率

円 ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₃ 月 ₃ 日 ₇, ₉₄₆ ― ₈₀. ₈ ₈₉. ₆

₃ 月末 ₈, ₀₅₄ ₁. ₄ ₈₁. ₆ ₁₀₆. ₉
₄ 月末 ₈, ₀₉₃ ₁. ₈ ₈₁. ₄ ₁₀₆. ₂
₅ 月末 ₈, ₂₉₆ ₄. ₄ ₇₉. ₇ ₁₀₈. ₀
₆ 月末 ₈, ₂₇₀ ₄. ₁ ₈₀. ₃ ₁₁₃. ₉
₇ 月末 ₈, ₃₄₃ ₅. ₀ ₇₉. ₈ ₁₁₄. ₉
₈ 月末 ₈, ₇₁₂ ₉. ₆ ₇₇. ₇ ₁₁₇. ₃
₉ 月末 ₈, ₆₃₈ ₈. ₇ ₇₉. ₁ ₁₀₈. ₆
₁₀月末 ₈, ₈₅₀ ₁₁. ₄ ₈₀. ₅ ₈₀. ₀
₁₁月末 ₉, ₄₄₄ ₁₈. ₉ ₈₁. ₃ ₁₀₃. ₁
₁₂月末 ₉, ₇₀₃ ₂₂. ₁ ₈₀. ₂ ₆₅. ₄

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₀₇₄ ₂₆. ₈ ₇₇. ₀ ₁₀₅. ₇
₂ 月末 ₉, ₉₁₆ ₂₄. ₈ ₇₈. ₆ ₁₁₀. ₆

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日 ₉, ₉₁₆ ₂₄. ₈ ₇₉. ₁ ₁₁₁. ₂
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

とが、相対的に利回りが高い米国や英国の金利低下を促しました。₁₂月にはギリシャの政局不安、グローバルな株式市況
の下落、原油価格の急落などによりリスク回避姿勢が強まる中、堅調な地合いが継続しました。₂₀₁₅年 ₁ 月以降は、スイ
ス中央銀行がマイナスの預金金利をさらに引下げたことやＥＣＢの追加金融緩和策の導入が、債券市況の上昇要因となり
ました。

○為替相場
外国為替相場は円が対ユーロで上昇する一方、対米ドル、対カナダ・ドル、対豪ドル、対ニュージーランド・ドル、対

英ポンドで下落する展開となりました。また、米ドルは米国金融当局の早期利上げ観測の高まりなどから期を通じて対主
要通貨で上昇基調を継続しました。ユーロは、ドラギＥＣＢ総裁による域内の景気失速懸念の表明等から、軟調な地合い
を継続しました。円は、世界の主要中央銀行が金融緩和策を強化するとの観測を背景に株式市況が上昇したこと、₂₀₁₄年
₁₀月末の日銀の追加金融緩和策の実施、消費税増税の延期等を背景に下値余地を探る展開となりました。しかし₁₂月中旬
以降は、原油相場や株式市況の急落を受けてリスク回避姿勢が強まり、円が対主要通貨で急反発しました。₂₀₁₅年 ₁ 月以
降は、円が対主要通貨で上昇する展開となりました。ギリシャの政局不安や株式市場の下落を背景としたリスク回避姿勢
の強まり、ＥＣＢの追加金融緩和策導入に伴うユーロ安の進行、カナダ、オーストラリア、スウェーデンの予想外の利下
げ、予想を下回る米国ＧＤＰ（国内総生産）などが円の対主要通貨での上昇要因となりました。

◆前期における「今後の運用方針」

主として、先進国通貨建ての債券に投資するとともに、先進国の債券先物取引を利用し、為替ヘッジ取引を機動的に活
用することで、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。また、大和証券株式会社から
運用にかかる助言を受けて運用を行ないます。

◆ポートフォリオについて
主として、先進国通貨建ての債券に投資するとともに、先進国の債券先物取引を利用し、為替ヘッジ取引を機動的に活用

することで、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないました。また、大和証券株式会社から運
用にかかる助言を受けて運用を行ないました。
・債券

債券ポートフォリオは、ドル通貨圏（米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド）、欧州通貨圏（英国、ドイ
ツ）の各国国債への分散投資を継続しました。グローバル債券市況は、₂₀₁₃年 ₉ 月前半と₁₂月後半で二番底を形成し、上
昇基調を継続しているとの中長期的な大勢観に基づき、期を通じて強気のスタンスを継続しました。過去 ₂ 回の米国の量
的金融緩和策の終了後は債券利回りが大きく低下に転じていること、またポートフォリオの終利・直利向上の観点から、
現物債券の平均修正デュレーションを長期化しました。また、各国の債券ポートフォリオの残存期間構成も分散化を図り
ました。現物債券の購入以外での債券市況の変動に伴う主なデュレーション操作は引続き債券先物の売買を通じて行ない
ました。

・為替
外国為替部分はドル通貨圏、欧州通貨圏への分散投資を継続しました。外国為替のヘッジ比率は、ＥＣＢの量的金融緩

和策導入によるユーロ安基調の継続、スイス中央銀行のスイス・フラン上限の撤廃による外国為替市場のボラティリティ
上昇、グローバル株式市況の反落局面、予想を下回る欧米の経済指標、原油価格下落による世界的な景気減速懸念や地政
学リスクの継続などによりリスク回避となった局面でヘッジ比率を引上げる一方、予想を上回る欧米の経済指標、米国金
融当局者の発言に基づく利上げの可能性、グローバル株式市況の反発局面、商品相場の反発などによりリスク選好となっ
た局面ではヘッジ比率を引下げる機動的なスタンスを取りました。また、対円、対米ドルのみならず、各クロス通貨（自
国通貨を含まない通貨ペアのこと）間の動向も注視し、通貨ごとにヘッジ比率を機動的に調整するスタンスも継続しまし
た。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークまたは参考指数を設けておりません。

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₃₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₃ 月 ₄ 日
～₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₃₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₀. ₃₀
当 期 の 収 益 （円） ₃₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁, ₇₅₅
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₃₁₃. ₆₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₈₁. ₀₁
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₃₉₀. ₆₈
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₇₈₅. ₃₁
（ｆ）分 配 金 ₃₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁, ₇₅₅. ₃₁
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

《今後の運用方針》

　主として、先進国通貨建ての債券に投資するとともに、先進国の債券先物取引を利用し、為替ヘッジ取引を機動的に活用す
ることで、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。また、大和証券株式会社から運用にか
かる助言を受けて運用を行ないます。
なお、投資助言者の運用方針は以下の通りです。
・債券

グローバル債券市況は、中長期的な上昇基調の継続を予測します。最近の債券市況は米国の利上げの可能性やギリシャ問
題に乱高下する形となっていますが、今後は徐々に経済指標などファンダメンタルズに焦点が移行していくと考えられま
す。また、米国の利上げの可能性は景気減速や株式相場などリスク資産の軟化をもたらすことから、中長期的には長期債や
超長期債などへの金利低下圧力となり、ブルフラット化圧力が継続する展開を予測します。さらに、各国中央銀行の金融緩
和姿勢の継続、低成長、低インフレなど、経済ファンダメンタルズに大きな変化はなく、債券相場の地合いの継続が考えら
れます。従って、₂₀₁₃年 ₉ 月前半と₁₂月後半で二番底を形成した後の市況上昇トレンドは継続中との相場の大勢観に変化は
ありません。引続き、市場動向に応じて債券先物取引を使った機動的なデュレーション操作を行なう方針です。

・為替
外国為替相場は、全般的には対主要通貨での米ドル高基調が一服する中、クロス円は通貨ごとにまちまちの展開ながら、

円高圧力もやや緩和される展開が考えられます。ただし、米ドル円の動き次第では引続き上値も重く、調整色が強まる可能
性も考えられます。

基本的には、ＥＣＢの量的金融緩和策導入による株式市況の上昇基調の継続から、当面はリスク選好の米ドル安、円安の
展開が考えられ、₂₀₁₄年₁₂月前後からの円高局面も一服する展開を予測します。しかし、カナダやオーストラリアなど追加
の金融緩和観測、予想を下回る米国ＧＤＰなど世界的な景気減速懸念、地政学リスクの継続などから円の反発リスクも考え
られます。スイス中央銀行のスイス・フランの上限撤廃の決定以降ボラティリティの上昇が続いており、引続き値動きの荒
い展開を予測します。外国為替のヘッジ戦略は、機動的にヘッジ比率を調整し、対米ドル、対円のみならず、各クロス通貨
間の分析を行ない、各通貨のヘッジ比率を弾力的に調整する方針です。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₃. ₄～₂₀₁₅. ₃. ₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₆₆円 ₀. ₇₅₂％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₈, ₇₅₇円です。

（投信会社）  （₄₇）  （₀. ₅₃₇） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁₄）  （₀. ₁₆₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₅）  （₀. ₀₅₄） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₈   ₀. ₀₉₆   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（先物）  （₈）  （₀. ₀₉₆） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₃   ₀. ₀₃₀   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用）  （₂）  （₀. ₀₂₀） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₈） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₀）  （₀. ₀₀₂） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₇₇   ₀. ₈₇₉  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。 
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■売買および取引の状況
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₃ 月 ₄ 日から₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日まで）
買 付 額 売 付 額

外
　
　
　
　
　
　
　
国

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル

ア メ リ カ 国債証券 ₁₃₈ ― 
（ ―） 

千カナダ・ドル 千カナダ・ドル

カ ナ ダ 国債証券 ₁, ₂₈₀ ₁, ₁₁₁ 
（ ―） 

千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル

オーストラリア 国債証券 ₁₁₉ ― 
（ ―） 

千ニュージーランド・ドル 千ニュージーランド・ドル

ニュージーランド 国債証券 ₁₁₃ ― 
（ ―） 

千イギリス・ポンド 千イギリス・ポンド

イ ギ リ ス 国債証券 ₂₈₅ ― 
（ ―） 

千ユーロ 千ユーロ
ユ ー ロ

（ド イ ツ ） 国債証券 ₁, ₀₉₂ ₁, ₂₀₇ 
（ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■主要な売買銘柄
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₃ 月 ₄ 日から₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
GERMAN GOVERNMENT BOND（ドイツ） ₄. ₇₅% ₂₀₄₀/₇/₄ ₁₄₆, ₂₃₇ GERMAN GOVERNMENT BOND（ドイツ） ₃. ₂₅% ₂₀₂₁/₇/₄ ₁₆₁, ₆₂₉ 
CANADIAN GOVERNMENT BOND（カナダ） ₄% ₂₀₄₁/₆/₁ ₁₀₄, ₅₁₂ CANADIAN GOVERNMENT BOND（カナダ） ₄. ₂₅% ₂₀₁₈/₆/₁ ₁₀₄, ₁₃₆ 
United Kingdom Gilt（イギリス） ₄. ₅% ₂₀₄₂/₁₂/₇ ₂₅, ₉₂₄ 
United Kingdom Gilt（イギリス） ₆% ₂₀₂₈/₁₂/₇ ₂₄, ₅₈₁ 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） ₄. ₃₇₅% ₂₀₄₁/₅/₁₅ ₁₆, ₃₈₁ 
CANADIAN GOVERNMENT BOND（カナダ） ₉% ₂₀₂₅/₆/₁ ₁₆, ₁₄₇ 
AUSTRALIAN GOVERNMENT BOND（オーストラリア） ₅. ₇₅% ₂₀₂₂/₇/₁₅ ₁₁, ₇₄₅ 
NEW ZEALAND GOVERNMENT BOND（ニュージーランド） ₅. ₅% ₂₀₂₃/₄/₁₅ ₉, ₈₁₀ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
　当期中における利害関係人との取引はありません。

■先物・オプション取引状況等
先物取引の銘柄別取引状況・残高状況

（₂₀₁₄年 ₃ 月 ₄ 日から₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日まで）

銘 柄 別 買　　　　建 売　　　　建 当 期 末 評 価 額
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 買 建 額 売 建 額 評価損益

国
内
債
券長期国債

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

₇₂₈  ₇₂₉  ― ― ₁₄₇  ― ₀ 

外
　
　
　
国

債
　
　
　
券

T-BOND（LONG BOND）（アメリカ） ₃, ₆₁₂ ₃, ₄₉₉ ― ― ₃₈₈ ― △ ₀ 
T-NOTE（10YR）（アメリカ） ₁, ₂₂₇ ₁, ₃₂₃ ₄₄₂ ₄₄₄ ― ― ― 
T-BOND（ULTRA LONG）（アメリカ） ₄, ₁₄₂ ₄, ₀₅₈ ― ― ₄₀₃ ― ₀ 
GILT 10YR（イギリス） ₃, ₅₉₈ ₃, ₅₂₃ ― ― ₂₆₂ ― △ ₁ 
BUND（10YR）（ドイツ） ₅, ₀₀₃ ₄, ₇₇₈ ― ― ₄₂₃ ― ₁ 
BOBL（5YR）（ドイツ） ₂, ₅₁₉ ₂, ₆₆₂ ₅₃₁ ₅₃₂ ― ― ― 
BUXL（30YR）（ドイツ） ₁, ₉₂₁ ₁, ₈₁₅ ― ― ₁₇₈ ― ₀ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■組入資産明細表
（1）外国（外貨建）公社債（通貨別）

作　成　期 当 期 末

区 分 額　面　金　額
評 価 額

組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ ₁, ₈₀₀ ₂, ₄₈₇ ₂₉₈, ₂₂₇ ₁₈. ₄ ― ₁₈. ₄ ― ― 

千カナダ・ドル 千カナダ・ドル
カ ナ ダ ₁, ₇₀₀ ₂, ₇₀₉ ₂₅₉, ₄₆₁ ₁₆. ₀ ― ₁₆. ₀ ― ― 

千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル
オ ー ス ト ラ リ ア ₂, ₁₀₀ ₂, ₅₄₈ ₂₃₇, ₈₈₆ ₁₄. ₇ ― ₁₄. ₇ ― ― 

千ニュージーランド・ドル 千ニュージーランド・ドル
ニュージーランド ₁, ₁₀₀ ₁, ₂₆₉ ₁₁₄, ₇₆₄ ₇. ₁ ― ₇. ₁ ― ― 

千イギリス・ポンド 千イギリス・ポンド
イ ギ リ ス ₇₀₀ ₁, ₀₃₁ ₁₉₀, ₄₆₁ ₁₁. ₇ ― ₁₁. ₇ ― ― 

千ユーロ 千ユーロ
ユ ー ロ

（ド イ ツ） ₈₀₀ ₁, ₃₆₂ ₁₈₂, ₂₇₉ ₁₁. ₂ ― ₁₁. ₂ ― ― 

合 計 ― ― ₁, ₂₈₃, ₀₈₁ ₇₉. ₁ ― ₇₉. ₁ ― ― 
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

当 期 末

区 分 銘 柄 種　類 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
％ 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円

アメリカ United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₈. ₀₀₀₀ ₁, ₂₀₀ ₁, ₆₇₃ ₂₀₀, ₆₁₀ ₂₀₂₁/₁₁/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₅₀₀₀ ₅₀₀ ₆₇₉ ₈₁, ₄₀₃ ₂₀₃₉/₀₈/₁₅ 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 ₄. ₃₇₅₀ ₁₀₀ ₁₃₅ ₁₆, ₂₁₃ ₂₀₄₁/₀₅/₁₅ 

通貨小計
銘柄数 ₃銘柄 
金　額 ₁, ₈₀₀ ₂, ₄₈₇ ₂₉₈, ₂₂₇ 

％ 千カナダ・ドル 千カナダ・ドル 千円
カナダ CANADIAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₉. ₀₀₀₀ ₁₀₀ ₁₇₄ ₁₆, ₆₈₂ ₂₀₂₅/₀₆/₀₁ 

CANADIAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₈. ₀₀₀₀ ₈₀₀ ₁, ₃₉₃ ₁₃₃, ₄₆₂ ₂₀₂₇/₀₆/₀₁ 
CANADIAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₄. ₀₀₀₀ ₈₀₀ ₁, ₁₄₁ ₁₀₉, ₃₁₆ ₂₀₄₁/₀₆/₀₁ 

通貨小計
銘柄数 ₃銘柄 
金　額 ₁, ₇₀₀ ₂, ₇₀₉ ₂₅₉, ₄₆₁ 

％ 千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 千円
オーストラリア AUSTRALIAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₅. ₇₅₀₀ ₂, ₀₀₀ ₂, ₄₂₄ ₂₂₆, ₃₁₇ ₂₀₂₁/₀₅/₁₅ 

AUSTRALIAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₅. ₇₅₀₀ ₁₀₀ ₁₂₃ ₁₁, ₅₆₉ ₂₀₂₂/₀₇/₁₅ 

通貨小計 銘柄数 ₂銘柄 
金　額 ₂, ₁₀₀ ₂, ₅₄₈ ₂₃₇, ₈₈₆ 

％ 千ニュージーランド・ドル 千ニュージーランド・ドル 千円
ニュージーランド NEW ZEALAND GOVERNMENT BOND 国債証券 ₆. ₀₀₀₀  ₁, ₀₀₀ ₁, ₁₅₃ ₁₀₄, ₃₀₇ ₂₀₂₁/₀₅/₁₅ 

NEW ZEALAND GOVERNMENT BOND 国債証券 ₅. ₅₀₀₀ ₁₀₀ ₁₁₅ ₁₀, ₄₅₇ ₂₀₂₃/₀₄/₁₅ 

通貨小計
銘柄数 ₂銘柄 
金　額 ₁, ₁₀₀ ₁, ₂₆₉ ₁₁₄, ₇₆₄ 

（2）外国（外貨建）公社債（銘柄別）
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
公    社    債 ₁, ₂₈₃, ₀₈₁  ₇₈. ₁ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₃₅₈, ₈₈₀  ₂₁. ₉ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₆₄₁, ₉₆₁  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₃ 月 ₂ 日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₉. ₈₇円、 ₁ カナダ・ドル＝₉₅. ₇₇円、 ₁ オーストラリア・ドル＝₉₃. ₃₅
円、 ₁ ニュージーランド・ドル＝₉₀. ₄₃円、 ₁ イギリス・ポンド＝₁₈₄. ₇₁
円、 ₁ ユーロ＝₁₃₃. ₈₂円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁, ₅₉₃, ₉₂₅千円）の投資信託財産総額
（₁, ₆₄₁, ₉₆₁千円）に対する比率は、₉₇. ₁% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 2， 24₆， 514， 742円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₇₃, ₅₉₄, ₃₅₃  
公 社 債 ︵ 評価額 ︶ ₁, ₂₈₃, ₀₈₁, ₇₁₁  
未 収 入 金 ₆₁₀, ₄₉₂, ₁₈₁  
未 収 利 息 ₁₃, ₁₆₁, ₂₀₁  
前 払 費 用 ₂, ₈₁₂, ₉₉₃  
差 入 委 託 証 拠 金 ₂₆₃, ₃₇₂, ₃₀₃  

（Ｂ）負 債 ₆23， 42₉， 8₆3  
未 払 金 ₆₁₂, ₇₃₅, ₁₃₄  
未 払 収 益 分 配 金 ₄, ₉₂₅, ₅₁₇  
未 払 信 託 報 酬 ₅, ₇₀₈, ₁₄₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₆₁, ₀₆₉  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1， ₆23， 084， 87₉  
元 本 ₁, ₆₄₁, ₈₃₉, ₂₇₄  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₁₈, ₇₅₄, ₃₉₅  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1， ₆41， 83₉， 274口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₉， 88₆円

＊ 期首における元本額は₁, ₆₄₁, ₈₃₉, ₂₇₄円、当期中における追加設定元本額は ₀
円、同解約元本額は ₀ 円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₉, ₈₈₆円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₁₈, ₇₅₄, ₃₉₅円です。

当 期 末

区 分 銘 柄 種　類 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
％ 千イギリス・ポンド 千イギリス・ポンド 千円

イギリス United Kingdom Gilt 国債証券 ₆. ₀₀₀₀ ₆₀₀ ₈₈₉ ₁₆₄, ₃₅₄ ₂₀₂₈⊘₁₂⊘₀₇ 
United Kingdom Gilt 国債証券 ₄. ₅₀₀₀ ₁₀₀ ₁₄₁ ₂₆, ₁₀₆ ₂₀₄₂⊘₁₂⊘₀₇ 

通貨小計
銘柄数 ₂銘柄 
金　額 ₇₀₀ ₁, ₀₃₁ ₁₉₀, ₄₆₁ 

％ 千ユーロ 千ユーロ 千円
ユーロ（ドイツ） GERMAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₄. ₇₅₀₀ ₆₀₀ ₁, ₁₂₀ ₁₄₉, ₉₅₁ ₂₀₄₀/₀₇/₀₄ 

GERMAN GOVERNMENT BOND 国債証券 ₃. ₂₅₀₀ ₂₀₀ ₂₄₁ ₃₂, ₃₂₇ ₂₀₂₁/₀₇/₀₄ 

国 小 計
銘柄数 ₂銘柄 
金　額 ₈₀₀ ₁, ₃₆₂ ₁₈₂, ₂₇₉ 

合　　計
銘柄数 ₁₄銘柄 
金　額 ₁, ₂₈₃, ₀₈₁ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

9



ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₃ 月 ₄ 日　至₂₀₁₅年 ₃ 月 ₂ 日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 53， 282， 284円

受 取 利 息 ₅₂, ₄₁₂, ₁₅₉
そ の 他 収 益 金 ₈₇₀, ₁₂₅

（Ｂ）有価証券売買損益 117， 437， 824
売 買 益 ₂₇₃, ₂₆₄, ₇₀₄
売 買 損 △ ₁₅₅, ₈₂₆, ₈₈₀

（Ｃ）先物取引等損益 1₆3， ₉78， 324
取 引 益 ₂₃₈, ₇₁₆, ₅₈₈
取 引 損 △ ₇₄, ₇₃₈, ₂₆₄

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 11， 2₆2， 173
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 323， 43₆， 25₉
（Ｆ）前期繰越損益金 △ 2₆3， 537， 538
（Ｇ）追加信託差損益金 △ 73， 727， 5₉₉

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₃, ₃₀₂, ₁₁₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₇, ₀₂₉, ₇₁₁）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 13， 828， 878
（Ｉ）収 益 分 配 金 △ 4， ₉25， 517

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） △ 18， 754， 3₉5
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₇₃, ₇₂₇, ₅₉₉

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₃, ₃₀₂, ₁₁₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₇, ₀₂₉, ₇₁₁）
分 配 準 備 積 立 金 ₂₇₄, ₈₉₁, ₆₅₂
繰 越 損 益 金 △ ₂₁₉, ₉₁₈, ₄₄₈

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅₁, ₄₈₉, ₃₄₆円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₃, ₃₀₂, ₁₁₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂₂₈, ₃₂₇, ₈₂₃
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₉₃, ₁₁₉, ₂₈₁
（ｆ）分 配 金 ₄, ₉₂₅, ₅₁₇
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₂₈₈, ₁₉₃, ₇₆₄
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁, ₆₄₁, ₈₃₉, ₂₇₄口
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ダイワ先進国高格付債券ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 30円

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. 315％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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